
平成25年度決算に基づく稲沢市健全化判断比率・資金不足比率 (単位：千円、％)

　　　＜根拠法＞ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

１　健全化判断比率
①　実質赤字比率 一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

　＜算出方法＞
△ 2,600,589 －

27,912,779 (△9.31)

11.91 20.00

②　連結実質赤字比率 全会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

　＜算出方法＞
△ 10,168,100 －

27,912,779 (△36.42)

16.91 30.00

③　実質公債費比率 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率の３か年平均

　＜算出方法＞

＝

(地方債の元利償還金＋準元利償還金)－
　　　(特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

一般会計等の実 質赤 字額

早期健全化基準 財 政 再 生 基 準

＝

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率
( ３ か 年 平 均 )

＝

実 質 赤 字 比 率 ＝

＝

標 準 財 政 規 模

連 結 実 質 赤 字 額
標 準 財 政 規 模

＝

早期健全化基準 財 政 再 生 基 準

＝

＝ (4,572,346 ＋ 1,039,428) － (607,984 ＋ 3,299,225) ＝ 7.03377
27,533,238 － 3,299,225

(4,651,445 ＋ 934,126) － (710,448 ＋ 3,419,376)
27,635,521 － 3,419,376

(4,580,925 ＋ 1,016,740) － (646,071 ＋ 3,550,680)
27,912,779 － 3,550,680

7.03377 ＋ 6.01147 ＋ 5.75038
3

25.0 35.0

④　将来負担比率 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

　＜算出方法＞

62,163,731 － (12,785,275 ＋ 8,507,606 ＋ 40,279,500)
27,912,779 － 3,550,680

350.0

将 来 負 担 比 率 ＝ ＝

＝(25年度単年度) ＝

(３か年平均)

早期健全化基準

＝ 6.2

2.4

　　　　　標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

早期健全化基準

＝

＝＝

6.01147

(23年度単年度)

(24年度単年度) ＝ ＝

財 政 再 生 基 準

5.75038

　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額
　　　　　　　　　　 ＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）



２　資金不足比率 公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

　＜算出方法＞

△ 987,731 － △ 4,225,396 －
3,557,683 (△27.76) 2,500,167 (△169.00)

△ 297,074 － △ 27,626 －
812,415 (△36.56) 89,809 (△30.76)

△ 585,443 － △ 295,698 －
73,754 (△793.77) 112,335 (△263.22)

20.00

　　＜参考＞　健全化判断比率の推移
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　　＜参考＞　資金不足比率の推移

　※平成19・20年度の下津陸田土地区画整理事業は、事業の規模がないため算出不可能
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